


序　　　　　文

　世界的なグローバリゼーションの進行とともに、南米地域では、近年、メルコスール（南米南

部共同市場：MERCOSUR）や、アンデス共同体（CAN）など地域統合の動きが加速しています。

こうした流れを支援するため、JICAでは「地域統合化への対応と域内協力促進」を対南米地域の

援助重点課題のひとつにあげています。

　メルコスールはブラジル、アルゼンチン、パラグアイ及びウルグアイの４か国から構成されま

すが、この地域は世界の食糧庫として、アメリカ合衆国に代表される北半球の農業大国と競合及

び補完しつつ（収穫時期が半年ずれるため国際市場への安定供給が可能となり）世界の食糧安全

保障に大きく貢献しています。

　メルコスール地域で、現在、最も注目されている作物が大豆で、生産量及び輸出量はアメリカ

合衆国のそれを既に凌駕し、世界有数の生産地帯となっています。同地域における大豆の生産量

は、国際市場の強い需要に牽引されて、今後とも飛躍的に増大するものと予測されています。ま

た、ブラジル、アルゼンチン及びパラグアイにおいては、大豆及び大豆関連産品（グレイン、粕、

油）が各国ともに最大の輸出産品となっています。特に、パラグアイにおいては、大豆が総輸出

額の５割を超えて同国経済を支える基幹産業となっており、その生産及び市場動向は国家経済の

浮沈をも左右するほどの重要さをもっています。

　一方、こうした大豆生産の飛躍的拡大と単作農業（モノカルチャー）は、「開発の負連鎖」と

して様々な環境問題を惹起するようになりました。今日、大豆の連作障害や土壌の劣化などが主

要な問題としてあげられています。

　これら背景の下に、2004 年７月、メルコスールの最高意思決定機関である「共同市場審議会

（CMC）」より「大豆生産の連作障害と土壌劣化の防止技術」を主目的に、我が国に対し協力の要

請がありました。

　国際協力機構は、中南米部調査役 本郷豊を団長に、同地域の大豆栽培の現状把握と今後の協力

の方向性を検討するために調査団を派遣し、関係諸国政府機関等と協議を行うとともに現地調査

を実施しました。本報告書は、これら調査の結果を取りまとめたものです。

　この報告書が今後、メルコスール地域の大豆の持続的生産をめざす方々、またそれを支援する

多くの方々に広く活用されることを期待します。

　終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心より感謝の意を表しま

す。

　平成 17 年 10 月

独立行政法人　国際協力機構
中南米部長　山口　三郎　　　
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要　　　　　約

１．調査団名

　「メルコスール持続可能な農業生産プロジェクト」プロジェクト形成調査団

２．調査団構成

３．調査期間

　2005 年２月 27 日～３月 17 日

４．訪問国

　アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ及びウルグアイ

５．調査の目的

（1）基礎情報の収集

（2）プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップへの参加（問題意識の

確認と協力内容案の検討）等

６．成　果

（1）メルコスール各国政府関係機関（外務省、農牧省、技術協力窓口機関等）を往訪し、プロ

ジェクトの意義並びに協力内容につき協議した。大豆は、アルゼンチン、ブラジル及びパラ

グアイで基幹作物となっており、大豆の連作障害への強い懸念と持続可能な農業技術の確立

の必要性が確認された。

（2）メルコスール各国の大豆研究者と協議した結果、現在の大豆栽培システムには多くの問題

点が存在することが確認された。特に大豆の連作と不耕起栽培の導入は、土壌中感染源増大

等、土壌劣化を引き起こす可能性が高い。しかし、メルコスール各国における土壌劣化の要

因究明は、土壌の物理的、化学的要因の劣化としてとらえており、土壌微生物との関連での

研究はない。一方、大豆栽培の歴史の古い中国や日本における近年の連作障害研究は、弱病

原菌の蓄積や土壌微生物相の多様性の低下現象で説明されている。今後メルコスール各国に

おいては連作と栽培土壌の生物的変化について解明することが必須であり、この点について

日本は大いに貢献できる。

（3）アルゼンチンで開催されたPCMワークショップに参加して、関係者の問題意識を確認し、

プロジェクト案を検討した。協議内容につき、４か国の代表により「議事録」及び「PDM

調査担当 氏　名 役　　　職

団長（総括） 本郷　豊　 国際協力機構中南米部調査役

協力政策 赤羽　元　 外務省経済協力局技術協力課課長補佐

植物病理（栽培） 小林　喜六 元北海道大学教授



（プロジェクト・デザイン・マトリックス）第１次試案」（付属資料に収録）が作成された。

大豆の持続可能な生産には土壌の劣化対策が不可欠であるとの共通認識が得られた。プロ

ジェクトの標題（仮題）は「メルコスールにおける大豆モノカルチャーに起因する土壌劣化

の回復」となり、農業資源である土壌の環境保全が強調される内容となった（しかし、同案

の「活動（項目）」は、土壌の環境保全分野全般に取り組むことを前提としており、課題を網

羅的に記載した内容となっている）。

（4）第１回対メルコスール広域技術協力担当官会議へ参加し（赤羽団員は正式参加、本郷団

長はオブザーバー参加）、関連情報を収集した。

７．今後の課題

（1）PDM試案について、今後協力プロジェクトの内容を絞り込み、「活動項目」を縮小する必

要がある。日本の協力は同案中、「土壌中の生物多様性の保全」とすることが適当である。

（2）主たるプロジェクトカウンターパート（C/P）機関はアルゼンチン国立農牧技術院（INTA）

で、INTAがプロジェクトサイトになることから、本件はJICAアルゼンチン事務所主管案件

とするのが適当と思われる。今後の実施協議については本邦より調査団を派遣するか、又は

アルゼンチン事務所が実施するか検討を要する。
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第１章　調査の概要

１－１　調査実施期間及び訪問先

（1）期間：2005 年２月 27 日～３月 17 日（詳細スケジュールは付属資料４．参照）

（2）訪問先：21 機関、約 80 名の関係者と協議する機会を得た（訪問先及び面談者リストの詳

細は付属資料６．参照）。

１－２　調査団の構成

１－３　調査団の目的

（1）経　緯

　近年、MERCOSUR１（南米南部共同市場、以後「メルコスール」という）における大豆生

産量は飛躍的に増大し、世界総生産量の48％を占めるに至った。大豆グレイン輸出量もアメ

リカ合衆国に次ぎ、２位ブラジル、３位アルゼンチン、及び４位パラグアイが占め、メルコ

スール３か国２で世界貿易量の52％（2003/2004年度実績）を占める。大豆産品（グレイン、

大豆粕、大豆油）は、これら３か国のいずれにあっても最大の輸出品目（外貨収入源）となっ

ており、パラグアイに至っては総輸出額の約５割を占めるなど、まさしく国家経済を支える

基幹産業となっている。

　しかし、一方でメルコスールにおける大規模機械化大豆単作農業（モノカルチャー）の急

速な拡大は、「開発の負の連鎖」として様々な問題を惹起し始めた。大豆のモノカルチャーは

連作障害を引き起こし、また農業生産資材（肥料、殺虫・殺菌剤、除草剤、枯葉剤）の大量

施用は土壌劣化や環境汚染への脅威となっている。したがって、持続可能な農業技術の確立

は生産の安定に寄与するのみならず、環境保全や国家経済の維持・発展にとっても焦眉の急

となっている。

　こうした状況から、2004月７月にメルコスールの最高意思決定機関である「共同市場審議

会（CMC）」３より、メルコスール各国共通の関心事として大豆生産の連作障害と土壌劣化

の防止技術を主目的に、我が国に対し協力を要請してきた。

（2）調査団の目的　　　

　今次調査団の主要調査項目は以下のとおりとした。

調査担当 氏　名 役　　　職

団長（総括） 本郷　豊　 国際協力機構中南米部調査役

協力政策 赤羽　元　 外務省経済協力局技術協力課課長補佐

植物病理（栽培） 小林　喜六 元北海道大学教授

１ アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ及びウルグアイの４か国
２ ウルグアイでの大豆栽培は遅れ、近年では急激な増産が認められるがまだ世界統計には表れていない。
３ メルコスールの組織図につていは付属資料５．を参照。
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1） 基礎情報の調査・収集

　本件協力の範囲を検討する情報が不足しているため、以下につき調査・情報収集を行う。

①　メルコスールにおける広域大豆栽培が、農地の劣化や環境に与えている影響とそ

の対応

②　大豆連作障害の現状、課題及び取り組み（土壌微生物生態系と連作障害に係る研

究協力ニーズの確認、既存研究実績及び不足している研究・技術分野の確認）

③　農業生産資材の継続的・大量投与が土壌環境に及ぼしている影響とその対応

④　過去の JICAによる協力実績と今次要請内容との関連

⑤　今次要請内容と環境保全との関連（環境保全の視点からみた要請内容の分析）

⑥　大豆生産及びその環境保全に係るメルコスール各国の技術レベル及び技術交換

ネットワークの現状と課題

2） プロジェクトの形成に際しては「人間の安全保障」の視点を十分に配慮するよう、相

手国政府及び関係機関等と協議する。

3） 本件コーディネーター予定国アルゼンチンにて開催予定のプロジェクト・サイクル・

マネージメント（PCM）ワークショップに参加し、関係者の問題意識を確認しつつ、協

力内容案を整理する（今次調査の最大の目的）。

4） 本件がメルコスールを対象とする「広域協力案件」であることから、協力実施に必要

な合意形式のあり方につき、各国（主に外務省）と具体的方法を協議する。

5） 上記の調査・協議結果を基に、実施可能かつ具体的な協力内容を絞り込み、我が国が

協力する意義、プロジェクトの協力内容、実施範囲、期間、枠組み及び方法等につき関

係各国との合意形成を図る。

6） 関連 J ICA 事務所と「在外主管案件」としての可否について検討を行う。

１－４　調査結果の概要

（1）調査団は、付属資料４．の日程に沿ってメルコスール各国の政府の関係機関（外務省、農

牧省、技術協力窓口機関等）を往訪し、プロジェクトの意義並びに協力内容につき協議し

た。その結果、大豆の連作障害への強い懸念と持続可能な農業技術の確立の必要性が確認さ

れた。

（2）調査団は、メルコスール各国の研究機関を往訪し、それぞれの機関にて大豆栽培研究者ら

と意見交換並びに調査・情報収集（各種文献の入手等）を行った。調査結果は第３章「メル

コスールにおける大豆栽培の技術的課題」で詳述するが、その概要は以下のとおりである。

1） メルコスール各国の大豆栽培システムには多くの問題点が存在する。特に大豆の連

作と不耕起栽培の導入は、土壌中感染源増大、有機物不足、土壌微生物の活動及び多様
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性低下、耕盤の形成、酸素不足、根の伸長不足、収量低下等を引き起こす可能性が高い。

また、大型農業機械が排水不良を促進し、病害の増大が懸念される。さらに遺伝子組み

替え大豆の普及により、除草剤、農薬、化学肥料などの土壌、地下水などへの残留・浸

透による汚染問題もクローズアップされてきた。

2） 連作障害による土壌劣化の要因究明は、土壌の物理的、化学的要因の劣化としてと

らえたものがほとんどで、土壌中栄養分の分析、養分のアンバランス問題など土壌分析

に焦点を当てた研究である（ブラジルの研究のなかに一部、土壌病害の研究が報告され

ているが、微生物を用いた生物防除の研究で、連作障害との関連で研究したものは皆無

であった）。

3） 近年の連作障害に関する研究によれば、主要因は土壌の物理化学的劣化ではなく微

生物的変化すなわち、弱病原菌の蓄積や、土壌微生物相の多様性の低下現象として明快

に説明されている。今後メルコスール各国の連作栽培土壌の生物的変化について解明す

ることが必須である。この点については、日本の技術の蓄積があり、大いに貢献できる

と思われる。　

　　　　　

（3）調査団は、本件プロジェクトのコーディネーター予定国であるアルゼンチンにて開催さ

れたメルコスール各国関係者によるワークショップに参加した。同ワークショップにおい

て、関係者とともにメルコスールにおける大豆栽培の現状と問題点（付属資料３．参照）に

つき協議し、協力内容案を整理した。あわせて、調査団は我が国が協力する意義、プロジェ

クトの協力内容、実施範囲、期間、枠組み及び方法案等につき合意形成に努めた。

　　この結果、付属資料１．の「メルコスール各国によるワークショップでの合意文書」が４

か国の研究機関代表者により署名され、また時間的制約から内容的には不十分ながらも

「PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）第１次試案」（付属資料２．）が作成された。

　PCM ワークショップの成果の概要は以下のとおりである。

1） プロジェクトの標題（仮題）は「メルコスールにおける大豆モノカルチャーに起因す

る土壌劣化の回復」となり、農業資源である土壌の環境保全が強調される内容となっ

た。

2） 連作障害の原因は土壌中の各種要素が複雑に関連するとの観点から、主な要素が抽

出され整理された。プロジェクトでは、そのなかでも根系の発育に大きな影響を及ぼす

土壌伝染性病害の診断技術並びに土壌中微生物多様性の評価技術の重要性が強調され

た。

3） その他、連作障害と土壌劣化回避のための活動内容が検討され、整理された。

4） プロジェクトの実施はアルゼンチンの国立農牧技術院（INTA）が中心となる案で合

意した。
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　　プロジェクトの実施期間は約３年、事業予算規模は今後更に検討を加えるものの約２億

円とする案で関係者の内諾を得た。

（4）調査団は、協力実施に必要な合意形式のあり方につき、各国（主に外務省）と具体的方法

につき協議した結果、過去の対メルコスール協力案件と同様の方式（観光案件方式）による

ことが適当であるとの結論に至った。すなわち、JICA はメルコスール「共同市場グループ

（GMC）」（付属資料５．参照）、並びに４か国と個別に討議議事録（R/D）を署名する（した

がって計５件の R/D が必要となる）。

（5）JICAアルゼンチン事務所と協議した結果、本件は「在外主管案件」として扱い、迅速かつ

効率的な運営を行うことが適当であるとの合意を得た。

（6）第１回対メルコスール広域技術協力担当官会議へ参加し（赤羽団員は正式参加、本郷団長

はオブザーバー参加）、関連情報を収集した（付属資料９．及び 10．を参照）。
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第２章　メルコスールにおける大豆栽培の現状と協力要請内容

２－１　メルコスールにおける大豆栽培の現状

　近年、メルコスールの大豆生産量と輸出量が急増し、域内はもとより国際的にも穀物生産地帯

として大きな存在感をもつようになった。大豆は、域内においては「アグリビジネス」の牽引車

となり、国際市場では市況の長期安定化傾向に大きく寄与している。

　しかし一方で、急激な大豆栽培面積の拡大と連作は、「開発の負の連鎖」として様々な問題を

も惹起するようになった。

　初めに、メルコスール委員会から協力要請に至った背景につき、経済及び社会的観点からマク

ロに俯瞰する。

（1）メルコスール各国の穀物、特に大豆の生産量は 1970 年代半ばから増産傾向に転じ、1990

年代に入ると激増する。今日では、大豆の世界生産量ランキングは、アメリカ合衆国に次い

で、２位ブラジル及び３位アルゼンチン、６位にパラグアイが入り、これらメルコスール３

か国の大豆生産量は、世界の総生産量の 48％をも占める（表－１）。これに伴い大豆の貿易

構造も大きく変貌をとげ、1980年まではアメリカ合衆国一国が世界の大豆輸出量の約８割を

独占していたが、今日ではこれらメルコスール各国の輸出量合計がアメリカ合衆国を凌駕す

るようになり、ウルグアイを除く３か国の大豆グレイン輸出量だけで世界の総輸出量の52％

を占めるに至った（同上）。

　メルコスール各国の大豆増産は、世界の大豆生産及び輸出国を南北半球に二分し、収穫時

期に「ダブルハーベスト・プレッシャー」４をかけることで、大豆国際市況の長期低位安定

化傾向に貢献し、世界の食糧安全保障に大きく寄与している（図－１）５。

４ 北半球と南半球とでは収穫時期が分かれ、世界的には年２回収穫時期が到来する。このことが国際市場の安定化につながっている。
５ 我が国の場合も、大豆の輸入国（輸入依存度96％）として、裨益国となっている。

順　位 生産量 順　位 輸出量

１．アメリカ合衆国 066.78 １．アメリカ合衆国 24.09

２．ブラジル 052.60 ２．ブラジル 19.82

３．アルゼンチン 034.00 ３．アルゼンチン 06.71

４．中　国 015.40 ４．パラグアイ 02.27

５．インド 006.80 その他諸国 02.32

６．パラグアイ 004.00

その他諸国 010.23

合　計 189.81 合　計 55.20

表－１　世界の大豆生産量と輸出量（2003/2004 年度）

単位：百万ｔ
出所：USDA/FAS（2005年１月）。網かけの国はメルコスール加盟国。
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（3）メルコスールの大豆栽培面積が今後とも拡大基調を続けると予想される最大の要因とし

て、中国の輸入需要増大があげられている（いわゆる｢中国ファクター｣）。近年、中国によ

る国際市場での食糧輸入が急増し、注目されている。中国の耕地面積が乱開発により急速に

減少６し穀物生産量も落ち込んでいる。中国の国内消費在庫が底をつけば、年間穀物消費量

から年間生産量を差し引くと消費量の約１割に当たる約6,000万ｔが不足するといわれる。

　このうち、大豆についていえば、原産国中国は輸出国であったが、1996年に輸入国に転落

し、その後、経済成長と肉食の浸透など食生活の変化・向上を背景に国際市場での買い付け

を急速に拡大している。世界の大豆グレイン貿易量は約 6,000 万ｔであるが、中国は輸入国

に転じた1996年からわずか６年間で、世界貿易量の約３分の１に当たる年間約2,000万ｔを

一国で輸入する最大の大豆輸入国に変貌した。中国の大豆需要の拡大傾向は今後とも続き、

2004/2005 年度の大豆グレイン輸入量は 2,250 万ｔ７に達すると予測されている。

（4）メルコスール各国の経済に占める大豆の役割は極めて大きく、各国の基幹産業となって

いる。大豆産品が総輸出額に占める数字を見ると、パラグアイの 49.11％（パラグアイ中央

銀行 2001 年統計。ただし、今日では６割を超えるとの情報もあった）を最高に、アルゼン

チンは 24％　（2003、INDEC）、ブラジルは 11％（2003、農務省）で、これら３か国８では大

豆が筆頭輸出産品となっている。また、大豆産業は、搾油産業、大豆粕を利用した飼料産業、

養鶏・養豚業、精肉産業など幅広い裾野産業（Cluster）を形成し、多くの雇用機会をも創出

している。大豆は、まさしく、メルコスール各国の「アグリビジネス」９の牽引車であると

いって過言でない。

（5）メルコスール準加盟国であるボリビアについても同様の現象が生じている。ボリビアの

大豆栽培は、1970年代初頭から本格的に導入されたが、その生産量は隣国ブラジルのフロン

ティア地帯での大豆栽培に刺激されて（口絵「南米の主な大豆生産地帯」参照）、過去 10 年

間に急増した。栽培面積は 1990/1991 農年度に 19万 ha であったものが 2001/2002 農年度に

は 63 万 ha に拡大した。これは、ボリビアの作目別栽培面積としては第１位で、第２位のト

ウモロコシ栽培面積（31万 ha）の約２倍に及ぶ。大豆生産量も面積の拡大に伴って、同期間

中に 39 万ｔから 116 万ｔへと約３倍に増加した。そして 2003/2004 年度には 155 万ｔを生

産し、世界で第８位の大豆生産国となった。

　これら大豆の約80％は国内で搾油され、その加工品である大豆油と大豆粕の大部分がアン

デス共同市場（ANCOM）へ輸出されている。大豆産品（油、粕、グレイン）の輸出額は

３億 2,600 万ドル（2002 年）で、ボリビア最大の輸出産品として総輸出額の 25％、農産物総

輸出額の70％を占める。今日、大豆はボリビア農業最大の農産物であり、その搾油産業は外

貨獲得に最も貢献する基幹産業となっている。さらに、大豆の99％を生産し搾油産業が集中

６ 中国では1998年に１億1,300万 haあった穀物用耕地面積が2003年に 9,900万 haまで減少したといわれる。
７ USDA/FAS予想（2004年 11月）
８ ウルグアイは大豆栽培の歴史が浅く、まだ同国の基幹作物になるまでには至っていない。
９ ｢Agribusiness｣という用語は1957年にハーバード大学のR. A.ゴールドバーグ教授らが米国の食糧システムを農業の資材供給・生

産・流通・加工の各段階から成る垂直的な統合体として説明するために使用した。日本では｢農業関連産業｣と訳される。イギリ

スでは｢Food Chain｣と訳されるが、ほぼ同義の類似語である（｢アグリビジネスの国際開発｣豊田隆2001）。
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２－２　メルコスール委員会からの要請内容　

　上記の状況を踏まえて、メルコスールの最高意思決定機関である「共同市場審議会（CMC）」よ

り以下の内容の要請書が提出された。

（1）問題点

　「持続的農業技術が開発されていないことから、土壌病害、土壌の劣化を助長しており農業

生産を不安定にしている。このため、農業資源を回復させて持続可能な農業を実現すること

が急務となっている。」（要約）

（2）計画の内容

上位目標

　メルコスール域内での穀物生産、特に大豆における環境保全型持続可能な農業生産が向

上する。

中間目標

①　メルコスール域内の穀物生産における農業資源劣化の要因が解明され、連作障害が軽

減される。

②　メルコスール研究機関のネットワークの強化

プロジェクトを実施することにより期待される成果

①　穀物生産における土壌伝染性病害の生態の解明と、これが防除され栽培体系が改善さ

れる。

②　化学農薬による土壌水質汚染を防ぐために、汚染源とメカニズムが解明される。

③　土壌の環境負荷受容能力に配慮した土壌管理技術が開発される。

④　上記の課題に対するメルコスール域内の農業試験・研究機関のネットワークが構築さ

れる。

（3）想定される活動

①　地域別あるいは農法別による有機物バランスの確定

②　土壌微生物の生物的プロセスの分析・解明

③　土壌の物理、化学及び生物的な特性の評価（同定と分類）

④　化学農薬による水及び土壌汚染のモニタリング

⑤　生物多様性への除草剤による土壌汚染の評価

⑥　病害による悪影響の評価技術向上

⑦　雑草、病気及び虫害に対する耐性の評価

⑧　病害虫に対する総合管理技術の開発

⑨　メルコスール域内での活動のコーディネート

⑩　日本とメルコスール双方での管理委員配置

⑪　各国の技術者等の人材育成

⑫　各国機関の補充活動研究の構成

　上記の活動内容は案であるため、これからのワークショップで変更が可能である。
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２－３　要請内容の問題点と協力事業の位置づけ

　上記要請内容については、今次調査団派遣前に以下の問題点が指摘された。

（1）対象作物が大豆（国際穀物メジャーが市場を寡占）である。

（2）プロジェクトの直接裨益者は主に中・大規模機械化農家である（ただし、パラグアイ、ボ

リビアでは大豆栽培小規模農家も多い）。

（3）「貧困削減」に直結しない。

（4）対象国がブラジル、アルゼンチン、パラグアイ及びウルグアイで、（パラグアイを除き）

中進国である。

（5）提案されている活動内容が総花的で広すぎる。

〈協力事業の位置づけ（案）〉

　上記要請内容のうち、メリハリを付けてJICA案件にふさわしい内容に修正する必要がある。

このため、以下の方針案で今次調査に臨んだ。

（1）現在の要請書は「生産安定への貢献策」（生産者重視）を主目的としているが、これを

「メルコスール各国で急激に加速する大豆連作栽培を農地劣化への脅威ととらえ、小規模の

農家をも含む栽培農家全体の視点に立った土壌環境保護への協力」へと視点をシフトす

る。メルコスールから要請のあった活動内容（上記２－２（3）項）のうち、「④化学農薬

による水及び土壌汚染のモニタリング」及び「⑤生物多様性への除草剤による土壌汚染の

評価」を重視する。

　土壌環境への負荷要因としては次の要素が考えられる。

①　農業生産資材（肥料、除草剤、殺虫剤、殺菌剤、枯葉剤）の大規模・継続投与によ

る土壌汚染（土壌の劣化）、水質汚染及び土壌生態系の攪乱。

②　大型機械化農業による耕盤形成と土壌浸食による土壌の劣化。

（2）「国際農林水産業研究センター（JIRCAS）」案件とのデマケにいて

①　JIRCAS：生産重視

　JIRCASが実施中の「南米における大豆の持続的な生産技術の開発（「広域南米大豆生

産研究プロジェクト」2003-2006）は、「大豆の安定的・持続的生産に資すること」を目

的としている11。

②　JICA：環境保全（特に土壌環境保全）

　JICAは大豆の連作による広域栽培が環境に与えるインパクトを軽減することを目的に

11 現在、メルコスール各国における生産者側に立った大豆栽培上の最大の課題は、「アジア・サビ病」である。JIRCASは「広域南

米大豆生産研究プロジェクト」のなかで同問題を共同研究事業として取り組んでおり、今後更に強化する計画がある。
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「土壌環境モニタリング技術の開発と普及」を重視する。

　　　

　「我が国は①と②を車の両輪として、「世界の食糧安全保障」と「土壌環境保全への支援」

の双方へ貢献する」構成とする考えで、調査に臨んだ。
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第３章　メルコスールにおける大豆栽培の技術的課題

　今次調査団の現地での協議及び情報収集を通じて、明らかになった大豆連作上の技術的課題は

以下のとおりである。

３－１　大豆連作栽培の現状と土壌伝染性病害

　メルコスール各国は、最も古く大豆栽培が行われてきたブラジルでも30数年、アルゼンチン、

パラグアイ、ウルグアイに至っては 20年にも満たない若い大豆栽培国である。

　日本では江戸時代以前にも既に大豆、小豆などが栽培されていたようであるが本格的に栽培さ

れたのは明治に入ってからである。既に百数十年の栽培歴があり多くの研究の蓄積がある。

　そのなかでも、連作栽培に伴って大発生する病害の研究には長い歴史がある。特に北海道の小

豆栽培地帯で1970年に大発生した小豆落葉病（BSR病）は全体の70％の小豆畑に壊滅的被害を

与えた。これまで経済的理由から連作栽培を続けてきたのがその最大の理由である。それ以後徹

底的に輪作栽培と圃場衛生に取り組むとともに、抵抗性品種の開発により、現在はかなり低いレ

ベルに被害を抑え込んでいる。大豆にも一部落葉病は1980年に発生したが大きな広がりとはなっ

ていない。これは小豆ほど連作栽培が行われなくなってきたためと思われる。最近の研究の結果、

小豆落葉病菌と大豆落葉病菌は寄生性が分化した同一種と考えられる。大豆落葉病は、1948年ア

メリカ合衆国で大発生し現在も多くの大豆栽培地帯で見られるが、抵抗性品種の開発・栽培によ

り被害を最小限に食い止めている。

　また中国、ブラジル、アルゼンチンでも本病発生の報告があるが詳細な情報ではない。連作栽

培によって被害が拡大するもう１つの重要病害は、大豆突然死症（SDS病）で日本では発生が報

告されていないが1989年アメリカ大豆に発見され、1996年にはブラジル、最近ではアルゼンチ

ン北部で発生が認められ今後の蔓延が懸念されている。

　さらに、上記病害ほどは被害が急激ではないが、十数年にわたる連作栽培で徐々に根の周辺に

菌量が増加し、結果として収量が10、20、30％と減少する弱病原菌による被害も大いに懸念され

るところである。この種の病害は現在では連作障害による土壌の劣化の主原因としておそれられ

ている。　　　

　連作障害は過去には土壌の物理・化学的変化として説明されてきたが、現在では、生物的因子

すなわち土壌中の弱病原菌が主要な原因として解明されてきている。

　　

〈連作障害に関係する病原菌の報告例〉

大豆、インゲン　―――――　Pythium myriotylum、P. ultimum

大　麦　　　　　―――――　P. arrhenomanes

トウモロコシ　　―――――　P. graminicola

〈メルコスールにおける大豆連作障害に今後関係すると思われる病原菌〉

Pythium species、Fusarium tucumaniae（SDS 病）、Fusarium solani

Phialophora gregata（BSR 病）

３－２　メルコスールにおける大豆栽培システムの現状と問題点

　メルコスール各国の大豆栽培現場を見ると、ほとんど大豆連作あるいは大豆と小麦（冬期裏作）
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の交互作が多く、連作と同じ栽培体系である。しかも不耕起栽培が増加している。このような栽

培体系は植物保護サイドからは全く適当でない。なぜなら連作栽培は土壌中の病原菌密度を高め

病気を増大させる。また、不耕起栽培は病気にかかった根や茎を土壌中に残すため病原菌がその

中で越冬し、翌年また発病を増大させる。本来不耕起栽培は、土壌の浸食防止効果が高いため急

激にメルコスール各国に拡大したシステムであるが、近年は土壌の硬盤化により水分の浸透性が

失われ、逆に新たな浸食問題が起こっている。

　不耕起栽培には一般にいわれているメリットの一方で多くの欠点もある。すなわち、土壌中感

染源増大、有機物不足、土壌微生物の活動及び多様性の低下、硬盤の形成、酸素不足、根の伸長

不足、収量低下等々多くの問題点が指摘されている。さらに、大型農業機械が排水不良を促進し、

卵菌類による病害の増大が懸念されている。また、遺伝子組み替え大豆の普及により、除草剤、

農薬、化学肥料などの土壌、地下水などへの残留・浸透による汚染問題もクローズアップされて

きている。

　以上のように、現在メルコスール各国の大豆栽培システムには多くの問題点が存在する。

３－３　メルコスールにおける連作障害克服への取り組み

　連作障害を回避する最も基本的な方法は輪作栽培である（栽培体系の改善）。これに関しては

既にウルグアイ（農牧研究院、INIA）、パラグアイ（農牧省、CETAPAR）、ブラジル（ブラジル

農牧研究公社、EMBRAPA-Soja）で興味ある研究が行われている。特にパラグアイでは農牧輪作

の試験や緑肥の輪作試験、ブラジルではエンバク野生種（Avena strigosa）との輪作試験が行われ

ていた。エンバク野生種は日本で小豆落葉病に優れた効果を発揮する緑肥で、農業現場では非常

に普及している品種である。このような研究成果が、現在のメルコスール各国の農業現場に主に

経済的理由から普及していないのが大きな問題である。そのためには現在進行中の土壌劣化の状

態を明らかにして農家サイドに啓発する必要がある。特に土壌劣化の要因解明の研究はアルゼン

チン、ウルグアイ、パラグアイ、ブラジルともに行われてきているが、ほとんどの研究は連作障

害を土壌の物理的、化学的要因の劣化としてとらえ、土壌中栄養分の分析、養分のアンバランス

問題など土壌分析に焦点を当てたものである。

連作、短期輪作（二毛作：大豆、小麦）栽培 病原菌増加
土壌微生物相単純化

不耕起栽培（土壌浸食防止） 土壌中有機物不足

農薬、化学肥料の多用 塩類集積、農薬汚染水質汚染
オゾン層破壊

多灌漑（半乾燥地帯） 排水不良（塩類集積）、土壌浸食

大型農業機械 圧密層拡大、耕盤形成
（排水不良、病害増大）

罹病品種 病害増大
GM品種、除草剤耐性、生態系への影響

図ー 10　農業資源劣化の要因
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有益な微生物と太陽熱や還元殺菌の技術やクリーニングクロップなどを組み合わせ総合的に土壌

伝染性病害を防除するもので、既に有望な微生物の効果試験を終え微生物農薬として登録の準備

を行っているところである。導入する微生物農薬の土壌中での安全性を評価する指標として、バ

イオログシステムを用いて既存の土壌中の微生物の構成要素が導入微生物により影響を受けない

かどうかのデータも既に明らかにしている。このような技術は一部研究者に既に移転しており、

今次要請プロジェクトの多様性評価の項目において効率よく利用され得る。また、アルゼンチン

の一部土壌中に既に連作障害に関与する弱病原菌が蓄積されている事実も予備的実験から明らか

になっている。ゆえにメルコスール各国に対し、さそっくこれら技術を移転できるものと思われ

る。

　土壌環境を保全する農業技術の開発という点において、当該プロジェクトとメルコスールプロ

ジェクトは密接に関係しているといえよう。

３－５　域内技術交換ネットワークの構築、課題

　土壌の劣化要因としての物理化学的データは、既にメルコスール各国において長年の蓄積があ

る。

　したがって相互に情報交換を行い、新たな生物的因子のデータと合わせ土壌劣化の全体像を明

らかにすることが非常に重要と考えられる。

　今後生じるであろう問題として、土壌サンプル、大豆サンプルのメルコスール域内の移動問題

がある。効率的に研究を進めるためには、器材設置場所や現地研究者の能力などの関係から、測

定する場所へのサンプルの国境を越えた移動が必要である。
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第４章　「メルコスール持続可能な農業生産プロジェクト」に係る検討

４－１　プロジェクトの協力内容と実施範囲

　本調査団は、付属資料４．の調査日程に従って、メルコスール４か国の研究機関及び担当政府

機関を往訪し、関連情報の収集と本件プロジェクトについての意見交換を行った。

　これらの成果を踏まえて、３月11日及び12日に、アルゼンチン国ブエノスアイレス市にある

国立農牧技術院（INTA）にて開催された「メルコスール持続可能な農業生産プロジェクト・ワー

クショップ」に参加した。同ワークショップにおいては、メルコスール各国より参加した技術者

とともに、同地域の大豆栽培の現状と問題点につき協議した。あわせて、調査団は我が国が協力

する意義、プロジェクトの協力内容、実施範囲、期間及び枠組み等につき率直な意見交換を行っ

た。この結果、プロジェクト案につき、以下のような成果を得ることができた。

　また、ワークショップの内容について、参加各国の代表者により「議事録」（付属資料１．）が

作成され、署名された。

　

（1）メルコスール各国における大豆生産の問題分析

　ワークショップには、調査団のほかに４か国より 22名の大豆栽培研究者らが参加し、「大

豆の連作障害」につき２日間にわたり協議を行った結果、付属資料３．のとおり「メルコスー

ル各国における大豆生産の問題分析図（暫定）」が作成された。この分析図からも明らかなよ

うに、大豆連作障害は、様々な原因が複雑に関係して惹起されている。

　これら多くの原因の解決をめざして、「研究プログラム」とし、総合的な研究プロジェクト

を形成することは、現在のメルコスール各国の研究機関が置かれた状況を考えると（主に人

材及び予算不足から）現実的ではないと判断された。

　このため、同問題分析図に基づき、更に慎重な議論を重ねた結果、最も重要なテーマとし

て「土壌の劣化」を主要課題として取り上げることで合意した。この合意に基づき、「土壌劣

化」の内容が分析され、６つの要素が指摘された。

　すなわち、①（土壌中）生物多様性低下、②土壌浸食悪化、③雨水活用低下、④有機物の

減少、⑤土壌の耕盤形成、及び⑥土壌養分の減少である。

　また、プロジェクトのタイトル（仮題）についても「メルコスールにおける大豆モノカル

チャーに起因する土壌劣化の回復」に変更することが適当とされ、プロジェクト内容ととも

に農業資源である土壌の環境保全が強調されるものとなった。

　

（2）PDM「メルコスールにおける大豆モノカルチャーに起因する土壌劣化の回復」

　大豆連作障害の問題分析及び協議の結果、主要課題とされた「土壌劣化」の上記６要素に

ついてプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の検討が行われ、その結果を「PDM

第１次試案：メルコスールにおける大豆モノカルチャーに起因する土壌劣化の回復」（付属資

料２．）にまとめた。なお、時間的制約もあり、同案の「活動（項目）」は、土壌環境保全分

野全般に取り組むことを前提としており、課題を網羅的に記載した内容となっている。

　これらすべてを協力分野の対象とすることは困難であることから、更に絞り込みが必要で

あると判断された。
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（3）プロジェクトの協力範囲

　以上の分析を経て、日本側の対応分野につき、その可能性を検討した。その際、基本的な

スタンスとして、メルコスール側が有する知見及び技術が乏しく、より効果的な協力の成果

が見込まれる分野を対象とすることとした。これを受け、調査団側からは、小林団員より「土

壌劣化原因」中、メルコスール各国での研究実績がなく、日本の貢献が期待できる分野とし

て、「（土壌中）生物多様性低下」が適当であるとの説明を行った。特に、現在、世界的にも

注目されている「土壌病原菌による連作障害」の解説が行われた。

　なお、日本からの協力内容としては、以下の項目が考えられる。

〈土壌伝染性病害の土壌診断技術の開発と普及〉

①　主要土壌伝染性病原菌のDNA分析による診断技術の開発と普及

②　バイオログシステムによる土壌微生物の多様性の評価技術の開発と普及

③　メルコスール域内技術情報交換ネットワークの構築、等

４－２　実施にあたっての枠組みとスケジュール案

（1）実施の枠組み

　今次調査団は、協力実施に必要な合意形式のあり方につき、各国（主に外務省）と具体的

方法につき協議した結果、過去の対メルコスール協力案件と同様の方式（観光案件方式）に

よることが適当であるとの結論に至った。すなわち、JICAはメルコスール「共同市場グルー

プ（GMC）」（付属資料５．参照）、並びに参加４か国と個別に討議議事録（R/D）を署名す

る（したがって計５件の R/D が必要となる）。

　また、プロジェクトが実現する場合には、アルゼンチンの INTA が中心となって実施する

こととなった。プロジェクトの実施期間は約３年、事業規模については今後更に検討を加え

るものの、約２億円程度とすることで関係者の合意を得た。　

（2）スケジュール案

　富永広域企画調査員（メルコスール担当）と協議した結果、過去のメルコスール案件の手

続きの経緯から、おおむね以下のスケジュールが予定される。

2005 年 11 月：事前評価調査団の派遣（４か国合同ワークショップ開催も予定）

JICAアルゼンチン事務所と協議した結果、本件は「在外主管案件」として扱

い、迅速かつ効率的な運営を行うことが適切であるとの合意に至った。ただ

し、事前調査については、本部主導で行うことが望ましい（いわゆる「在外

主管Ｂ案件」扱い）。

2006 年３月：メルコスール農業部会（SGT8）での R/D 審査・承認

（メルコスール機構図については付属資料５．を参照のこと）

2006 年４月：メルコスール「共同市場グループ（GMC）」での R/D の承認と署名

　　　　　　  メルコスール４か国の外務省事務次官級による署名

2006 年５月：メルコスール→在外日本公館へメルコスールの署名入りの包括的 R/D を

提出

2006 年６月：包括的 R/D を JICA 本部へ送付。担当理事署名後に一部をメルコスールへ
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返送

2006 年７月：二国間 R/D を各国 JICA 事務所長と各国実施機関間にて署名

2006 年９月：プロジェクト開始

　

　なお、メルコスール会議は３か月ごとに実施されるため、メルコスール事務局内の審査が

遅滞すると、３か月ごとの遅れが生じていくことになる。上記タイムスケジュールは最速で

処理された場合のケースを示している。

４－３　プロジェクト実施に係るメルコスール及び加盟各国政府の政策的位置づけ　

　メルコスールの最高意思決定機関である「共同市場審議会（CMC）」より提出された要請書で

は、同地域の大豆栽培の現状を「持続的農業技術が開発されていないことから、土壌病害、土壌

の劣化を助長しており農業生産を不安定にしている。このため、農業資源を回復させて持続可能

な農業を実現することが急務となっている（要約）」ととらえている。また、本件プロジェクト

を通じて、「メルコスール域内での穀物生産、特に大豆における環境保全型持続可能な農業生産

が向上する」ことを期待している。

　また、今次調査団は、メルコスール各国（除く：ウルグアイ）の政府関係者及びメルコスール

担当者と協議する機会を得たが、いずれの国も「大豆は主要輸出産品」であるとして、連作によ

る障害を強く懸念し、その持続的農業生産技術の確立を望んでいることを確認することができた。

　また、同プロジェクトを通じて、広大な大豆栽培地の土壌劣化が回避され、土壌環境が保全さ

れることにより持続的生産が可能となり、小規模農家を含む大豆栽培農家に広く裨益することへ

の強い期待があった。
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第５章　残された主な課題

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）試案については、今後プロジェクトの内容

を更に絞り込み、「活動内容」を再整理する必要がある。

（2）プロジェクトの成果を利用するためのネットワーク構築の重要性が確認されたが、具体的

な方法について、更に検討を行う必要がある。

（3）主たるプロジェクトC/P 機関はアルゼンチン国立農牧技術院（INTA）で、INTAがプロジェ

クトサイトになることから、本件は JICA アルゼンチン事務所主管案件とするのが適当と思わ

れる。今後の実施協議については本邦より調査団を派遣するか、又はアルゼンチン事務所が実

施するか検討を要する。
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第６章　団長所感

（1）メルコスールにおける大豆生産はいずれの国においても極めて重要なウエィトを占めてお

り、特にパラグアイに至っては外貨収入の６割を稼ぐ基幹産業となっている。大豆の持続可能

な生産技術の確立は、同国にとっては死活問題であり、他国にとっても極めて関心の高い内容

となっている。

　一方、アルゼンチンでは連作障害に起因する土壌の劣化現象が既に認められ、連作障害への

懸念が高まっている。今後連作を継続することで土壌微生物生態系の撹乱（単純化）と土壌病

原菌密度の上昇により土壌の劣化が急速に進行することが懸念される。さらに無計画な不耕起

栽培はこうした土壌劣化を更に加速するおそれがある。

　今回のワークショップにおける、小林団員による大豆連作と土壌病原菌に係る解説は、参加

者一同に連作障害の怖さと対応への早期取り組みの重要性を理解させ、あわせて日本の経験及

び技術移転に対する強い関心を喚起した。また、現地では同分野における技術が不足している

ことが確認できた。

　このことから、メルコスール各国における大豆栽培の連作障害と土壌の劣化問題につき我が

国が有する技術を移転することは、農業生産環境の改善・向上を通じ自然環境の維持・保全に

資するものであり、ひいてはこれら各国の農業資源である農地の持続可能な利用を保証し、農

業生産の安定に多大に寄与する「優良協力案件」であると判断する。

（2）本件事業は、直接的に貧困層を対象としたり、紛争問題等に係る平和構築を目的とするもの

ではないが、人間や他の生物が生存していくうえで重要な環境問題に対する取り組みであるこ

と、また、メルコスール各国の大豆産業の重要性にかんがみて、農業資源である土壌の劣化の

診断・回復をめざし持続的農業の確立に寄与することで、関連諸国の経済安定と農業従事者並

びに関連産業従事者の雇用創出を保証するなど、多大な効果を発揮するものと思われる。

（3）広域協力となる本件事業は、メルコスールの最高意思決定機関である「共同市場審議会

（CMC）」の承認を得て要請されたものであることから、域内の技術移転に必要なネットワーク

の構築も容易であり、技術移転効果の高い事業になるものと判断する。
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６．主な面談者リスト１

〈アルゼンチン関係者〉

アルゼンチン外務省 Ana Cafiero 国際協力総局局長

Martín Rivolta 国際協力総局二国間部長

Andrea de Fornasari 国際協力総局日本担当官

Roberto A. Salafia メルコスール担当公使

Maria F. Jakubow 国際協力総局担当官

アルゼンチン農牧水産・食糧庁 María Alejandra Sarquis 食料市場局局長

Carlos Moruzz 市場局技術職

María Eugenia Viola 食料市場局二か国間関係課担当官

Mariano Gimenez 食料市場局メルコスール課担当官

アルゼンチン国立農牧技術院 Carlos A. Cheppi 総裁
（INTA） Jorge G. Tezón 渉外部部長

Ana L. Cipolla 渉外部国際課課長

Roberto Casas 土壌研究所所長

〈ブラジル関係者〉

ブラジル農務省 Antonio C. Costa 国際協力部長

Eliana V. Figueredo メルコスール協力課長

Lino Colsera 国際アグリビジネス局長代行

ブラジル外務省国際協力事業庁 Paulo Peixoto メルコスール審議会委員
（ABC） Henrique C.de S. Pereira 南南協力担当官

ブラジル農牧研究公社（EMBRAPA）

　・本　部 Kepler E. Filho 理事

Calorina T. Susin 国際協力調整官

Ana Maria Goncalves 財務担当官

　・同大豆研究所 Vania Castiglioni 所長

Alexandre J. Cattelan 土壌微生物研究チーフ

Norman Neumaier 渉外部長

Ademir A. Henning 病理研究員

Joao Flavio Silva 情報研究部長

 Gerge Brown 研究員

Julio Franchini 研究員

Eleno Torres 研究員

Claudia Godoy 研究員

Paulo R. Galerani 研究員

Odilson F. Saraiva 研究員

１ PCMワークショップ参加者については、別途参加者リスト（付属資料１．の一部を構成）を参照。
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Antonio Garcia 研究員

Kato Masayasu JIRCAS 植物病理客員研究員

〈ウルグアイ関係者〉　　　　

ウルグアイ農牧研究院（INIA） Mario Allegri 総裁

John Grierson 国際協力担当官

Nicolas Gutierrez 国際協力担当官

Roberto Diaz 穀物栽培研究担当官（エスタンスエラ研究所長）

Jorge Sawchik Pintos NIA 研究員（土壌学）

Alejandro Moron 研究員（土壌学）

〈パラグアイ関係者〉　

パラグアイ外務省 Nimia da Silva Boschert 国際協力担当参事官

パラグアイ企画庁 Luis R. Amarilla 国際協力局長

Pedro Sousa 日本担当課長

Gustavo Riveros 日本担当官

パラグアイ農牧省 Ricardo Nicokas Z. Rojas 副大臣

Tresa de Olmedo 技術協力課長

Sebastian Rios（企画総局）

Crisanta Rodas（CEII 国際貿易・統合特別委員会）

Francisco Zarate（CECII）

Alodia Gonzalez（農業研究地域センター）

Roque Leguizamon（CECII）

Marcos Villaba（農業研究局）

Francisco Ibarra（企画総局）

〈その他〉

国連食糧農業機関（FAO） Jose Luis Garcia de Siles 所長
アルゼンチン事務所 Pablo Guillermo Galli プログラムオフィサー

〈在外公館〉

在アルゼンチン日本国大使館 永井　慎也　大使

大部　一秋　公使

高木　博康　参事官

城崎　和義　二等書記官

在ブラジル日本国大使館 大竹　　茂　公使

田雑　隆昌　二等書記官

秋山　憲孝　二等書記官

在ウルグアイ日本国大使館 林　　政益　一等書記官

在パラグアイ日本国大使館 島田　嘉幸　二等書記官
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〈JICA関係者〉

アルゼンチン事務所 高井　正夫　所長

永田　　健　職員

富永健一郎　広域企画調査員　　　　

C. Yamamoto 職員

P. Yamamoto 職員　他

ブラジル事務所 小松　雹玄　所長

柴田　信二　次長

大塚　和哉　職員

大塚　耕智　職員

Komazawa 職員

パラグアイ事務所 斉藤　寛志　所長

武田　浩幸　次長

佐久田朝親　職員

Takakura 職員

泉原　　明　JICA 派遣専門家（農牧省政策アドバイザー）

パラグアイ農業総合試験場 白石　英一　場長
（CETAPAR） 大木　智之　次長

園田　八郎　環境班長

関　　節郎　作物班長

中村　明雄　研究員

ウルグアイ駐在員事務所 田臥　彰三　企画調査員

Ikeda 在外専門調査員
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７．関係機関との協議概要メモ

記録者：富永　健一郎

2005 年３月２日（水）10:30 ～ 17:00

ウルグアイ農牧研究院（INIA）

会議場所：ウルグアイ国モンテビデオ市 INIA 本部

メルコスール側：

（アルゼンチン）

Roberto Casas アルゼンチン農牧技術院（INTA）土壌研究所長

Ana L. Cipolla INTA 国際課長

（ウルグアイ）

Mario Allegri ウルグアイ農牧研究院（INIA）総裁　　

John Grierson INIA 国際協力担当官

Nicolas Gutierrez INIA 国際協力担当官

Roberto Diaz INIA 穀物栽培研究担当官、エスタンスエラ研究所長

Jorge Sawchik Pintos INIA 研究員（土壌学）

Alejandro Moron INIA 研究員（土壌学）

当　方：小林団員、富永広域企画調査員、IKEDA 在外専門調査員

要　旨：

〈概要・経緯〉

Allegri 総裁からの説明：

１．INIA は、国内に５つの研究所を有し、うちの３研究所については、これま

で日本政府からの支援を受けた経験をもつ。野菜・果樹栽培プロジェクトにお

いては、過去 JICA 協力（専門家派遣、研修員の受入れ、機材供与）が実施さ

れた。

２．本件の主題である持続可能な農業生産は、当機関だけでなく、国家レベルに

おいても社会的経済的に重要なテーマとして認識しており、土壌浸食や環境問

題への取り組みは、JICA の援助指針である人間の安全保障を踏まえた協力に

なると考える。輸出産品として近年重要度が高まるウルグアイにおける大豆生

産においても、持続可能な農業と切り離して考えることはできない。大豆連作

が続けば、収穫の効率も低下し、社会・経済すなわち住民にも悪影響を及ぼす

ことを認識している。また、持続可能な農業をめざすのであれば、局地的に対

応するのでなく、広域的に対応するほうがより効率的であり、こうした案件の

協力を検討していただく日本政府及び JICAに感謝するとともに、当機関が参

加できることは光栄である。

３．JICAがアフリカ援助の強化を重点化していることは既に承知している。し

かしながら、南米の人材育成が将来アフリカ支援の有力な援助人材リソースの

ひとつになり得ることを念頭に置き支援を頂きたい。

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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Diaz 氏（INTA エスタンスエラ）研究所長の説明：

１．1914 年に南米で２番目に設立された研究所であり、90年の歴史をもつ。37

名の研究員（17 名博士、17 名修士）、100 名の従業員で機能している。研究分

野には大きく農業、畜産、酪農、ヒツジ、種子に分かれ、敷地内に６つの独立

した研究室がある。

２．ウルグアイでは、穀物と牧草の輪作栽培を導入している。主要栽培穀物は、

大豆、小麦、トウモロコシ、大麦、ヒマワリ。1960 年代から 2004 年にかけて

南米では農地が拡大し、世界での農地増加率が15％であるのに対し、南米では

320％に達する。他の穀物に比べ特に大豆は急激に増加。1970年代には南米の

大豆生産量は4,000万だったのが、2001年代には２億まで増加。近年のウルグ

アイでの農業生産の現象として、SD（不耕起栽培技術）とGMO技術の導入、

作物、農家の減少、気候変動などがあげられる。PROCISURのプログラムの一

環としてSD技術を導入してきたが、混合栽培の導入の必要性、硬盤化、浸食、

害虫の管理、農薬汚染など、新たな課題も生じている。こうした問題に取り組

むには多種栽培、輪作栽培が重要なファクターになる。遺伝子組み替え研究の

実施は不耕起栽培地で行っている。輪作栽培は非常に重要であり、現在５種類

の大豆の輪作栽培手法を研究中。

３．他機関との連携としては、大豆生産の評価、病気による障害、土壌品質の向

上については、INTAから協力、大豆の害虫対策研究はEMBRAPAからの協力

を得ている。PROCISURのプログラムは25年前から実施。南米南部の６か国の

農業研究関連機関が集まり設立。委員会は各機関の総裁レベル。このプログラム

は、協力事業又は資金協力ではなく、多機関の意見交換を主軸に実施している。

Sawchik 氏からの説明：

・　ウルグアイの農業生産の歴史

　1900 ～ 50 年 無化学肥料での農業栽培

　1950 年 ニュージーランドの影響で NP 肥料の使用が開始

　1970 年 輪作栽培手法の導入

　1990 年 SD（不耕起栽培）の導入

　現　在 不耕起栽培を用いた連作農業生産

・　ウルグアイは森林を伐採するケースはなく自然牧草地の農地開拓である。

・　輪作・混合栽培の研究を進めてきた結果、連作栽培手法に比べ、混合栽培は

有機物のバランス効果、N肥料導入の減少、浸食による障害の減少、病害虫へ

の耐性などが明らかになった。連作栽培は、病気や土壌の硬盤化、浸食問題、

微生物などへの悪影響が発生するため、早急に解決法を検討する必要がある。

現在重要視される研究テーマは、ウルグアイの土壌にあった窒素のバランスを

保つ輪作作物の研究、病害虫の研究、除草剤、特に Glifosato の耐性、農薬が

及ぼす環境汚染など。

協 議 内 容
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〈プロジェクトの協力内容に係る協議〉

Casas氏：要請書内容にある協力事項の絞り込みが必要である。土壌の連作障害

の解明に機軸を置いた協力についての有効性が、再度 JICAより指摘されてい

るが、土壌劣化を重点課題とすることも重要である。

Sawchik 氏：活動内容を検討する前に、地域内問題の認識、解決方法の検討も必

要。要請内容は課題が多様すぎ、このままプロジェクト化するには困難。病気

や害虫問題は除去するほうがよい。

Diaz氏：大豆生産での微生物の多様性は大切であるが、病害虫の耐性は導入すべ

きではないと思う。病害虫をテーマに導入すると、農薬そして環境汚染まで

テーマが拡大し、絞り込みが困難になる。

Moron氏：要請内容にあるテーマはすべて大切であるが、このままでは範囲が広

くプロジェクト化するのは容易でない。大豆生産がもたらす土壌又は水への影

響に重点を置いてはどうか。病気や害虫ではなく土壌に集中すれば、効果的な

研究成果が期待される。

Diaz氏：水をテーマに取り入れるのは疑問がある。水汚染をテーマにすると、浸

食や農薬汚染、農薬は病気と連携しており、ターゲットが拡散する。

Moron氏：土壌劣化をテーマにとると、土壌汚染を避けることはできないのでは

ないか。

Casas氏：土壌劣化には汚染問題に対応することも必要であることは分かる。本

プロジェクトで、最小限の基礎的な汚染源を研究する基盤を構築することを検

討することも一案である。

Diaz氏：現実的に、土壌環境汚染についての専門家はこの広域では非常に少ない

こともあるが、環境汚染問題を取り入れるのであれば、絞り込みが困難になる。

Casas 氏：土壌の微生物の解明、物理的・化学的に及ぼす影響に絞り込むことが

妥当なところではないか。

富永広域企画調査員：土壌栄養学的アプローチの実績があることは理解したが、土

壌微生物に係る研究についてはどうか。また何名の土壌微生物研究者がいるか。

Moron氏：これまで、バイオマスなどについての研究実績はあるが、特殊な土壌

微生物研究の実績はない。ただし、バイオマスについても、まだ初期研究の段

階であり、２、３名の研究者が他分野と兼任して研究を行っている。

協 議 内 容
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小林団員：日本の場合、輪作栽培が標準化しており、現在では土壌栄養学的な研

究より土壌微生物の研究の方が優先される。土壌分析の指標となるのは微生物

の解析が最適であるとの研究結果が出ている。大豆の根に悪影響を及ぼす微生

物が増殖し、農産物の収穫率の低下をもたらすことは、これまでの INTAでの

研究結果でも明らかになっているところであり、微生物の多様性は非常に重要

である。

Moron氏：微生物は土壌内を研究するうえでのひとつの指標である。連作障害の

有害性も承知している。今、我々が取り組まなければならないことは、域内で

の大豆生産における環境保全型持続可能な農業生産を広域的に向上させること

によって、域内の安定した農業生産と土壌保護、経済性と持続性という二律背

反の問題を克服することを模索すること。

Casas 氏：微生物が土壌状態を図るうえでの指標となることは理解できるが、微

生物の解明にとどまらず、土壌内でのメカニズム、有機物、窒素などの土壌内

のプロセス全体の観点からの包括的な取り組みが必要ではないか。

Diaz氏：世界的には有機物と窒素のバランスによって土壌を解析することが一般

的と理解しているが、有機物と窒素のバランスは微生物にも関与していること

が考えられるので、土壌内での微生物の働きを有機物やNの観点からの研究す

ることも必要ではないか。

小林団員：近年、日本では土壌質の指標について微生物の解明することを優先に

しているため、土壌全体を包括的に研究している専門家は存在しない。

Casas 氏：日本からの投入が得られない部分については、域内のパートナーシッ

プ協力や水平協力で補完することも一案。

Casas氏：本日の協議内容を踏まえ、３月 10、11日の４か国合同ワークショップ

において、協力分野の絞り込み作業を更に進めるようにしたい。

以　上

協 議 内 容
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記録者：富永　健一郎

2005 年３月１日（火）15:30 ～ 17:00

在ウルグアイ日本国大使館

先　方：林書記官、田臥企画調査員

当　方：小林団員、富永広域企画調査員

要　旨：

林書記官：当館は、メルコスール広域案件の推進を積極的に支援しており、本新

案件も有効な案件であることは承知しているが、本分野については、ウルグア

イにおける農牧産品の農薬等による汚染軽減技術の開発をめざす平成16年度

の要望案件である二国間協力「農薬利用適正化環境改善計画」との連携、デマ

ケできるよう留意願いたい。

注）「農薬利用適正化環境改善計画」は未採択案件であるが、平成 16 年

10 月に５名の同件関連研修員を受け入れ（個別研修員枠）、その研修結果

を基に要請内容を改訂し、17年度要望案件として再度取りまとめることを

検討中。

富永広域企画調査員：本調査案件については、本調査及び３月 10、11 日に実施

されるワークショップを通じて要請内容にある協力内容の絞り込み作業を行う

ことになるので、この指摘点についても留意しながら進めていきたい。

田臥企画調査員：日本は遺伝子組み替え大豆を認めていないが、GM大豆栽培が

一般的である当地の大豆栽培に対する協力に障害はないか。

富永広域企画調査員：本件は、連作障害と土壌微生物生態系の解明を視座にした

環境配慮の向上をめざすなどの内容に絞り込むことが検討されているが、少な

くとも大豆の栽培・育種を支援する案件ではない。

田臥企画調査員：連作障害への取り組みにおいて、日本の技術の優位性はどの点

になるか。

小林団員：当地は、まだ連作障害を化学的なアプローチで研究する程度のレベル

にとどまっており、世界的な潮流である連作障害と土壌微生物生態系の関連性

を探究することが遅れており、この知見について日本は既に多くの研究技術を

有している。

林書記官：広域案件を進めるうえで、２小国であるパラグアイとウルグアイにも

裨益効果をもたせるように配慮願いたい。

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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協 議 内 容

収 集 資 料

富永広域企画調査員：本件にかかわらず技術、国情、財政状況が異なる４か国に

おいて、その裨益効果を同等にすることは容易なことではないが、本件の協力

メニューを広域＋南南協力の形を取り入れることも視野に入れて、形成してい

くつもり。既にブラジルとアルゼンチンの実施機関は、水平協力にも興味を示

している。

以　上

平成 16 年度「農薬利用適正化環境改善計画」の要請案件調査票
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記録者：小林　喜六

2005 年３月４日（金）午後

パラグアイ農業総合試験場（CETAPAR）

先　方：白石場長、関班長、大木次長

当　方：本郷団長、小林団員　

１．白石場長の説明

　第２フェーズのプロジェクト概要は特に育種、不耕起栽培の改善、病虫害の
環境配慮型技術、農牧林間技術の開発、農家への技術の普及、土壌の診断技術
などを考えている。

２．関班長より主として病害関係について質問応答
　大豆シストセンチュウは 2003 年より発生し問題となっている。
　さび病は2001年に確認された。被害はひどくなっているが、農薬による防除を
タイミングよくやれば怖くない。Macrophomina による炭腐病は発生している。
SDS病は発生しているが、広がっていない。BSR病は現在確認されていない。不
耕起栽培――日系社会が取り入れ（99％）、生産量が拡大した。しかし、土壌物理
性の問題（耕盤形成）、病害虫の発生（SDS病）、雑草防除など問題が多い。

３．GM 大豆
　商業栽培は認めていないが７割は裏作として GM 大豆を作っている。
　７割はGM大豆、３割が非GM大豆。除草剤ラウンドアップは、２～３回散
布。農薬肥料の投与は非常に少ない。土壌が肥沃なためである。

４．輪作栽培
　裏作として小麦より緑肥作物（黒エンバク、キイロエンバク、ベニバナ、ダ
イコンなど）とトウモロコシを輪作作物として入れて土作りをしている。その
ため大豆の ha 当たりの収穫量は非常に高い（約 3.0 ｔ以上）。

　　
５．大豆が栽培されてから約 30 年近くになるが、土壌分析などから、土壌の劣
化兆候が今のところない。

６．長期専門家として派遣されている阿部専門家（病害虫担当）より更に詳細
な情報を得た。
　土壌が肥沃なため病害虫の発生は比較的少ない。そのなかでも最も重要なの
は、さび病、茎かいよう病、次いで炭腐病、紫斑病などである。害虫ではゾウ
ムシ、カメムシが重要である。ほかにシストセンチュウが今後問題である。

７．CETAPAR 場内試験圃場で行われている農牧転換システム確立のための試
験を見学した。荒廃草地と劣化畑の改良のための飼料作物の導入試験が行われ
ていた。

以　上

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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記録者：小林　喜六

2005 年３月７日（月）10:00 ～ 12:00

ブラジル農牧研究公社大豆研究所（EMBRAPA-Soja）

先　方：所長、国際協力担当者、植物病理専門家、土壌、作物栄養専門家など

当　方：本郷団長、小林団員（尾山佳子通訳）

（本郷団長よりの調査団の訪問目的、経過などの説明後、EMBRAPA側からの発

言内容概略）

１．技術の開発は国境を越えるものである。パートナーシップを強化しなけれ

ばならない。ワークショップで議論する必要がある。

２．ブラジルは大豆について二国間でいろいろ協力している。プロジェクトの専

門分野を２つの点に絞る考えを助けたい。

３．INTA が調整役になることに問題はない。ネットワークを助けたい。

４．４か国間で年間に１回くらい研究者間の会議を行った方がよい。ローテー

ションにしてはどうか。土壌、大豆稚苗の国境間移動についての質問について

検討したいとの発言があった（メルコスール間で問題がないように調べた

い）。

５．研究者よりいくつかの発言があった。

・　モノカルチャーは良くないが、経済的に変更するのは難しい。長期的には

モノカルチャーは変えなければならない。

・　技術を農家サイドに普及することが重要である。

（土壌微生物の多様性研究のためのバイオログシステムについての小林団員の

質問について）

・　若手研究者１名をアメリカに派遣しバイオログの研修をさせた。

・　現在研究所には器材はない。バイオログに関する研究発表もまだない。ま

た今後更に進んだバイオログの研究を希望する。

・　これまで発表した研究論文について別刷りを依頼した。その詳細は別紙に

記した。

・　大発生しているさび病について現在メルコスールに協力している。（情報

の共有としている）。

６．最後に小林団員より日本での研究の概略についてスライドで説明した。

７．EMBRAPA で最も古くから植物病害の研究をしてきている日系の研究者

（Dr. Tadashi Yorinori）を訪問し情報交換した。その概略は以下のとおり。

・　SDS病――ブラジル南部で発生している。連作により拡大している。困っ

た問題である。

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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協 議 内 容

・　BSR 病――同様に南部で発生（南緯 24 以゚南）、アルゼンチンでも発生し

ているとの情報あり。北部の熱い地方では発生が認められていない。

・　Macrophomina による炭腐病が北部で発生している。

・　Pythium による病害は北部で発生したとの報告がある。

・　連作障害との関係で Pythium を研究した報告はまだない。

・　ブラジルでは大豆栽培が始まってから三十数年に過ぎない。　　

８．最後にJIRCASより長期専門家として派遣され、現在問題となっているさび

病の発生生態の研究をしている加藤専門家と歓談し情報を得た。

以　上
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記録者：赤羽　元

2005 年３月８日（火）10:15 ～ 10:50

ブラジル農牧研究公社（EMBRAPA）本部

先　方：

Kepler E. Filho 理事、Calorina T. Susin 国際協力調整官、

Ana Maria Goncalves 財務担当官、Paulo R. Galerani 研究員（ENBRAPA-Soja）

当　方：

本郷団長、小林団員、赤羽団員、Komazawa JICA ブラジル事務所職員、尾山通訳

要　旨：

　本郷団長より今次調査団の訪問目的等を説明後、先方からの発言概要は以下の

とおり。

Kepler E. Filho 理事：

・　技術開発は国境を越え進歩する。持続的に行うことを要望する。

・　近年、パートナーシップ強化の必要性を感じている。とはいえ、２か国なら

ともかく広域となると難しい面もあり、それを解消するためにワークショップ

での議論が必要である。

・　ブラジルとしても、これまでメルコスールの４か国間でいろいろと協力して

きている。大豆関係も然り。

・　（当方からの、要請内容が広範なため２つ程度のテーマに絞るべきと考えてい

るという発言を受け、）２つのテーマに絞ることは可能である。調整役として

INTA を助けるなど協力したい。

・　ネットワーク構築についてもぜひ協力したい。インターネット等を活用すれ

ばさほど困難ではないと思われる。

・　　（当方からの、土壌診断のために土壌サンプルをアルゼンチンに持っていく

必要があるがその際の障害を懸念している旨の発言を受け、）土壌サンプルの

件についても検討したい。問題があれば、その解決に向け検討したい。

・　戦略として、年１～２回４か国持ち回りで研究者会議を開くことができれば

と考えている。

・　最終的に選択される２つのテーマについて、EMBRAPAの専門家が必要であ

れば言ってほしい。

Paulo R. Galerani 研究員：

・　このプロジェクトは、メルコスール、ブラジルの行く末を占う大事なもので

あり、ぜひ実現させ、その成功を願う。長期的な研究や栽培ローテーションの

大切さなど日本の経験はこちらでも必ず生きるはずであり、また生かさなくて

はならない。

以　上

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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記録者：赤羽　元

2005 年３月８日（火）AM11:35 ～ PM12:10

ブラジル農務省

先　方：

（ブラジル農務省）

Antonio C. Costa 国際協力部長、Eliana V. Figueredo メルコスール協力課長、

Lino Colsera 国際アグリビジネス局長代行（ブラジル外務省国際協力事業庁）、

Paulo Peixoto メルコスール審議会委員、Henrique C.de S.Pereira南南協力担当官

（EMBRAPA-Soja）、Paulo R.Galerani 研究員

当　方：

本郷団長、小林団員、赤羽団員、KomazawaJICAブラジル事務所職員、尾山通訳

要　旨：

　本郷団長より今次調査団の訪問目的等を説明後、先方からの発言概要は以下の

とおり。

Antonio C. Costa 国際協力部長：

・　今年（2005 年）２月に大統領令により農務省内の組織改革があり、国際関

係局が創設された。その目的は、国際局と農業関係の活動を１か所にまとめて

効率的に業務を行うことにある。

Paulo Peixoto メルコスール審議会委員：

・　今回ウルグアイ、パラグアイを回っていただいたのは、メルコスールとして

良かったと思う。ワークショップで合意されたドキュメントをメルコスールの

SJT（技術協力委員会）で検討し、その結果、協力要請が必要ということになっ

た。

Paulo R. Galerani 研究員：

・　１年半前のワークショップで 12項目について協力要請の必要があるという

ことで合意した。しかしながら、絞り込みが必要となっている状況である。

Paulo Peixoto メルコスール審議会委員：

・　（当方から、貧困削減の観点も重視し、本件協力成果がメルコスール準加盟国

であるボリビアにも裨益することを視野に入れている旨の説明に対し、）ボリ

ビアは今回のワークショップに参加するのか。（→しない。）

Henrique C. de S. Pereira南南協力担当官：

・　メルコスールに対し、大豆以外にも他の作物、分野にも協力可能なのか。

（→コミットはできないが、要請があれば検討する。しかしながら、今回はあ

くまでも大豆が対象である。）

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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協 議 内 容

Paulo Peixoto メルコスール審議会委員：

・　メルコスールでは解決できない共通課題やテーマはほかにもあると考えられ

るが、これまでの JICAとの関係もあり、今回は大豆だけで全く問題ない。具

体的に何かアイデアはあるのか。（→今回はプロジェクト形成が目的であり、

具体的内容は新たなミッションを派遣して詰めることとなる。協力期間は３年

を考えている。また、ほぼメルコスールに近い枠組みとして、家畜衛生の分野

で広域協力を行うこととしている。）

Eliana V. Figueredo メルコスール協力課長：

・　プロジェクトを実施することとなった場合、実施決定から実際に開始するま

での期間はどのくらか。（→いろいろと段取りがあるので、少なくとも１年弱

くらいはかかると思われる。）

Paulo Peixoto メルコスール審議会委員：

・　このような話し合いの場がもてて、大変有意義であった。本件プロジェクト

については、ぜひとも前向きな検討をお願いしたい。

以　上
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記録者：赤羽　元

2005 年３月８日（火）16:30 ～ 17:00

在ブラジル日本国大使館

先　方：

大竹公使、田雑二等書記官、秋山二等書記官

当　方：

本郷団長、小林団員、赤羽団員、Komazawa JICA ブラジル事務所職員

要　旨：

　本郷団長より今次調査団の訪問目的等を説明後、大竹公使からの発言概要は以

下のとおり。

・　４か国でどのように研究成果を普及させるのかが大切。

・　研究協力であれば、こちらの人材が育たないと意味がない。そのためには、

ある程度時間とお金がかかるのはやむをえないのではないか。

・　個人的には研究協力は重要と考えている。モンサント等の大企業が儲かるう

んぬんではなく、南米の大豆が全滅すれば、世界的にダメージが大きい。この

ため、持続可能な農業についていくらかでも教育しておくことは非常に重要。

・　周りが何と言おうと、とにかく必要なものは必要である。パラグアイなど大

豆が転げたら終わりであり、現状がいつまで続くか分からないなか、前もって

予防することは意義がある。

・　私は農家の出身だから理解するが、なぜ連作したら病気になるのか経験がな

い人は分からない。今のうちにブラジルの中に研究者を育てておいて、プロ

ジェクトの中にビルトインしなければならない。

・　情報共有のスキームづくりは大切だと思う。

以　上

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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記録者：赤羽　元

2005 年３月９日（水）11:15 ～ 11:45

在アルゼンチン日本国大使館

先　方：

大部公使、城崎二等書記官

当　方：

本郷団長、小林団員、赤羽団員、富永広域企画調査員、

高井 JICA アルゼンチン事務所長

要　旨：

　本郷団長より今次調査団の訪問目的等を説明後、大部公使からの発言概要は以

下のとおり。

・　なぜ日本に協力が求められるのか、米・EU の科学者に知見はないのか。

（→メルコスールという枠組みは複雑で通常のバイの協力と違い、実際にアク

ションを起こすのは困難な面があるが、そうしたなかで協力を立ち上げた我が

国に対する信頼がある。）

・　非常に重要な意義のある良い協力だと思う。

・　個人的には研究協力は重要と考えている。

・　ローテーションの意義を伝える場合、ローテーションして空けた部分に収入

がないといくら必要性を説いても納得させるのは難しいのではないか。その部

分、何か埋め合わせができれば良いが。

・　実際に状況が悪化するのはどのくらい先と見込まれるのか。（→気候等諸条

件によるので具体的にいつとは断言できない。）

・　貧困削減は大事だが、それだけやっていてもダメではないか。経済が発展し

全体のパイが大きくなることで裾野が拡がるといった視点も大切。ここ数十年

のアジアとアフリカを見比べてみれば一目瞭然である。

・　協力によってはある程度継続して続けることに意義があると思う。見方を変

えればたかが10年、20年ともいえる。JICAとしてうまくいっている協力は、

長年地道に取り組んできたものが多いのではないか。それによって日本に対す

る信頼も高まる。

・　農業は日本にとっても経験が豊富な分野であり、自信をもってやればよい。

以　上

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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記録者：赤羽　元

2005 年３月９日（水）14:40 ～ 15:20

FAO アルゼンチン事務所

先　方：

Jose Luis Garcia de Siles 所長、

Pablo Guillermo Galli プログラムオフィサー

当　方：

本郷団長、小林団員、赤羽団員、富永広域企画調査員、金城通訳

要　旨：

　本郷団長より今次調査団の訪問目的等を説明後、先方からの発言概要は以下の

とおり。

Pablo Guillermo Galli プログラムオフィサー：

・　技術協力は 15 件ほど実施しているが、すべてアルゼンチン政府に対する協

力である。これらはアルゼンチン政府からの要請に基づきすべてFAO予算で

行っている。また、アルゼンチン政府の予算で FAO が実施管理を行うものも

数件予定している。分野は動植物の衛生関係などいろいろである。アルゼンチ

ン政府の窓口は、農牧水産庁、厚生省である。案件の実施は、基本的にはFAO

の国家計画に基づくものであるが、多くの地域を対象とした地域計画によるも

のもある。

Jose Luis Garcia de Siles 所長：

・　地域計画とは、ある一国についてのテーマを隣国からの要請があれば対応す

るもので、主に研修や人材育成を行うものである。

Pablo Guillermo Galli プログラムオフィサー：

・　メルコスール関係では農業大臣からあげられた案件の検討を行っている。具

体的には植物衛生や大豆の病気についての要請である。FAO としてはメルコ

スール農業機関、技術者ネットワークの強化を図るべきと考えている。ただし

現在は事前評価段階であり、話し合いが始まったばかりである。

Jose Luis Garcia de Siles 所長：

・　この枠組みは FAO の活動にマッチしている。FAO は関係者が一堂に会し

ディスカッションする場を確保する目的で中立的に参加するもので、いわば

データバンクとしての役割を担うこととなる。先週、メルコスールの代表者を

招待して家畜衛生のワークショップを開催したところであり、５月には再度同

分野のワークショップ開催を予定している。特に屠畜場での残さ処理がテーマ

であり、いわば環境問題である。その他の活動としては、FAO専門家によるコ

ンサルタント活動がある。

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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協 議 内 容

・　FAO は世界約 180 か国に事務所があるが、南米はチリ事務所が総括してい

る。メルコスールへの協力といったときに準加盟国も含めるかどうかについて

はケースバイケースであり、重要なことは予算がつくかどうかである。

・　（当方から、大豆の病気等具体的内容について尋ねたところ、）大豆の病気

は、さび病である。アルゼンチンは畜産国であるが、放牧地の大豆畑への転換

が進行しており、さび病への対策も必要である。国家予算の使い方がきちんと

運営されているか管理するものである。

・　（当方から、要請元について尋ねたところ、）要請を受けるのは基本的に加盟

国からである。したがって、アルゼンチンからの要請に基づいて、メルコスー

ル関係かどうか判断している。実施合意については、メルコスール各国と協定

を結ぶこととなる。

・　（当方から、予算配分について貧困国等に対する配慮の有無について尋ねたと

ころ、）活動分野についてであるが、食糧安全保障などを優先分野としてい

る。予算及び案件実施の承認権はすべてローマの本部が握っている。また、実

施についてFAOから提案するということはない。実施形態は、①FAO独自予

算によるもの（優先順位は表向き格付けされていなくバランス重視）、②アル

ゼンチンが実施するものの管理、③第三国で実施するものに対する支援、と大

きく３つに分けられるが、現時点ではすべて①である。

・　（当方より、INTA と定期的に会合の場等を設けているかと尋ねたところ、）

我々のカウンターパートはアルゼンチン外務省であり、INTAとは普段接点は

ない。

・　今後とも JICA とよく連携を図っていきたい。

以　上
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記録者：赤羽　元

2005 年３月９日（水）16:25 ～ 16:50

アルゼンチン農牧水産・食糧庁

先　方：

María Alejandra Sarquis 食料市場局長、Carlos Moruzz 市場局技術職、

María Eugenia Viola 食料市場局二か国間関係課担当官、

Mariano Gimenez 食料市場局メルコスール課担当官

当　方：

本郷団長、小林団員、赤羽団員、富永広域企画調査員、金城通訳

要　旨：

　本郷団長より今次調査団の訪問目的等を説明後、先方からの発言概要は以下の

とおり。

María Alejandra Sarquis 食料市場局長：

・　アルゼンチンにとっても重要な案件であり、ぜひとも協力をお願いしたい。

このたびの訪亜に感謝申し上げる。明日のワークショップが実りあるものとな

ることを願っている。

María Eugenia Viola 食料市場局二か国間関係課担当官：

・　本要請は INTA が 2003 年４月に開催したセミナーが発端となっており、メ

ルコスール各国で共通の問題点があるとの認識に至った。４か国の関係はとて

も良い雰囲気で、大豆はどの国においても優先順位が高い。特にパラグアイは

大豆依存度が高く、大豆がなくなれば国が傾いてしまう。このため、ぜひとも

協力をお願いしたい。

・　INTA、EMBRAPA 等各国関係機関でこれまで話し合いをしてきているの

で、明日のワークショップは円滑に進行すると思う。

Carlos Moruzz 市場局技術職：

・　特に農牧庁でも協力していただける可能性があると聞き、大変期待してい

る。モノカルチャーに対する技術的問題を乗り越え、長期的な持続可能な農業

の確立に向けた環境づくりを期待する。

Mariano Gimenez 食料市場局メルコスール課担当官：

・　メルコスールにおいても協力体制がとられている。JICAの希望があれば必

要に応じ情報提供等行っていきたい。

以　上

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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記録者：赤羽　元

2005 年３月９日（水）17:40 ～ 18:10

アルゼンチン外務省

先　方：

Ana Cafiero国際協力総局局長、Martín Rivolta 国際協力総局二国間部長、Andrea

de Fornasari 国際協力総局日本担当官、Roberto A. Salafia メルコスール担当公

使、Maria F. Jakubow 国際協力総局担当官

当　方：

本郷団長、小林団員、赤羽団員、富永広域企画調査員、高井 JICA アルゼンチン

事務所長、C. Yamamoto JICA アルゼンチン事務所職員、金城通訳

要　旨：

　本郷団長より今次調査団の訪問目的等を説明後、Ana Cafiero 国際協力総局長

からの発言概要は以下のとおり。

・　このたびの訪亜に感謝申し上げる。本案件の重要性にかんがみ、外務省を代

表して改めて協力をお願いしたい。これまで日本のプロジェクトは非常に良い

雰囲気で行われており、高く評価している。

・　メルコスールは形としてはまだ十分ではなく成長期にあるため、このような

地域に対する協力は高く評価できる。しかしながら、我が国に対する二国間協

力もよろしくお願いしたい。

・　（当方から、貧困削減の観点も重視し、本件協力成果がメルコスール準加盟国

であるボリビアにも裨益することを視野に入れている旨の説明に対し、）ボリ

ビアについては、南南協力の対象国として JICAと共に優先的に対応していき

たい。もちろん、パラグアイやペルーも然り。政治的に不安定な部分もある

が、今後の協力としては重要と考えている。いずれにしても、押し付けではな

く先方より要請があれば対応するというスタンスである。

・　農薬の過剰使用等による環境汚染は外務省も憂慮しており、環境省や農牧

庁を巻き込んで活動できるはず。INTAにも専門家がいるので、国内的には協

力の受入体制は整っている。

・　今回は大豆がターゲットであるが、この成果を他の環境問題にどうつなげ

るかが重要。環境問題の解決には、４か国が全力をあげて対応すべき。

・　冒頭申し上げたように、本案件は、当国及びメルコスールにとって重要な

案件であるので、前向きな検討をお願いしたい。ひとつはっきりさせておきた

いのは、（大豆関連の）大企業を助けるという性格の案件では決してないとい

うことである。明日のワークショップが実りあるものとなることを願う。

以　上

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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記録者：赤羽　元

2005 年３月９日（水）19:00 ～ 19:30

アルゼンチン国立農牧技術院（INTA）

先　方：

Carlos A. Cheppi 総裁、Jorge G. Tezón 渉外部長、

Ana L. Cipolla 渉外部国際課課長、Roberto Casas 土壌研究所所長

当　方：

本郷団長、小林団員、赤羽団員、富永広域企画調査員、金城通訳

要　旨：

　本郷団長より今次調査団の訪問目的等を説明後、先方からの発言概要は以下の

とおり。

Carlos A. Cheppi 総裁：

・　環境に関する課題は重要であり、ぜひ協力をお願いしたい。個人的には、近

年除草剤をはじめとして農薬を使い過ぎではないかと心配しており、これによ

る水資源の汚染までも検討してもらえるのかどうか関心がある。（→今回は、

土壌劣化、微生物の増減などに主にスポットを当てることになると思う。）

・　これまでINTAとしても環境問題については高い優先順位の下にやっている

が、水資源までは手が回っていない。それと不耕起栽培についても確かにメ

リット・デメリット両面あると思うが、理論的な裏づけがないと意見は言えな

い。（→その辺はまさしく研究が必要である。今回の協力によってもその辺の

解明に資するものがあると思われる。）

・　モノカルチャーと作物ローテーションとの関係を分かりやすく説明できれ

ば、一般的に理解されやすくなる。ローテーションの効果については、自分は

よく知っている。個人的に一番心配しているのは、やはり水資源についてであ

る。長期的にモニタリングする必要もあるのではないか。

Ana L. Cipolla 渉外部国際課課長：

・　将来的には水資源の劣化も考える必要があると思うが、今回は植物の病気に

対する要請であり、なかでも土壌劣化、養分流出といったことが問題となって

いる。今回の案件については、INTAのみならずメルコスール各国とも評価し

ている。

Carlos A. Cheppi 総裁：

・　分かった。とにかく、明日からのワークショップが有意義なものとなるよう

頑張ってほしい。私も金曜日の午後には顔を出したいと思う。

以　上

日　　　時

訪問機関名

面　談　者

協 議 内 容
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2005 年３月 14 日（月）・15 日（火）

在アルゼンチン日本大使館

高木参事官、城崎二等書記官（在アルゼンチン日本大使館）

田雑二等書記官（在ブラジル日本国大使館）

島田二等書記官（在パラグアイ日本国大使館）

林一等書記官（在ウルグアイ日本国大使館）

赤羽団員（外務省経済協力局技術協力課）

〈オブザーバー〉

本郷団長（JICA 本部中南米部）

高井所長、永田職員、富永広域企画調査員（JICA アルゼンチン事務所）

大塚（耕）職員（JICA ブラジル事務所）

武田次長（JICA パラグアイ事務所）

田臥企画調査員（ウルグアイ担当）

・　今回、このように関係者が一堂に会する機会を得たことは有意義であり、お互

いに今の状況について共通認識をもつ必要がある。

・　対メルコスール技術協力は、紆余曲折を経て実質的に始まったばかりである。

これを実りあるものとするためには、ある程度の継続性が必要である。

・　対メルコスール広域技術協力の実施は、メルコスールの地域統合を我が国とし

て支援するものであり、対メルコスール外交上不可欠である。

・　技術協力実施に係る様々な過程において、我が国とメルコスール各国の間で信

頼関係が醸成され、我が国のプレゼンスが大いに高まってきている。

・　今後、広域案件実施の仕組みを整える必要があるものの、対メルコスール協力

は、地域共同体の枠組みを利用した広域協力のモデルケースとなり得る。

・　これまでの協力により、メルコスール各国の協調・連帯が図られるとともに、

事務局の機能強化や人材育成、域内ネットワーク化など、域内統合プロセスに対

する成果は着実に得られつつある。

・　対メルコスール広域技術協力の重要性、必要性はもちろんであるが、それによ

り二国間協力に影響が及ぶことのないよう配慮が必要である。

・　加盟国間の様々な格差、技術水準及びニーズを考慮し、域内合意プロセスを円

滑に進めることができるよう、適切な案件形成を行うべき。そのため、案件形成

に係る予備調査の充実が必要ではないか。

・　対メルコスール広域技術協力の円滑な実施には JICA の参画が不可欠である。

現在始まったばかりの案件の進行管理、また、新たな実施案件の可能性を考慮す

れば、JICA の実施体制強化が必要と考えられる。

以　上

９．第１回メルコスール広域技術協力担当官会議メモ

記録者：赤羽　元

日　時

場　所

参加者

要　旨
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